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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、「働く世代に豊かさを」というミッションを掲げ、働く世代の豊かな老後のために、「長期・積立・分散」の資産運用を全自動化したサービス、
ロボアドバイザー「WealthNavi（ウェルスナビ）」を提供しております。そのため、経営の透明性と客観性を確保したうえで、持続的な成長と中長期的
な企業価値向上を図ることが重要であり、コーポレート・ガバナンスの充実が経営の最重要課題の一つだと認識しております。お客様の利益と利
便性を最優先するという考えのもと、社会からの高い信頼を得ることが事業の継続には必須であり、またそれが企業価値の最大化に繋がるものと
認識しております。これらを踏まえ、当社の取締役、使用人は、それぞれが求められる役割を理解し、金融事業者に求められる法令、社会規範、
倫理等について継続的に意識の維持向上を図り、事業活動の透明性及び客観性の確保に取り組むことで、コーポレート・ガバナンスの充実に努
めております。また、会社法で求められる機関に加えて、リスク・コンプライアンス委員会及び投資委員会等の任意の機関を設置することにより、
コーポレート・ガバナンスの強化を図っております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの基本原則について、そのすべてを実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

柴山 和久 10,613,597 21.44

MORGAN STANLEY SMITH BARNEY LLC CLIENTS FULLY PAID SEG ACCOUNT 3,155,650 6.37

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,574,400 3.18

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE UKUC UCITS CLIENTS NON LENDING 10PCT TREATY AC

COUNT
1,256,800 2.53

THE BANK OF NEW YORK 133652 1,110,300 2.24

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505303 1,027,900 2.07

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505019 887,300 1.79

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 885,800 1.79

株式会社SBI証券 801,400 1.61

J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A. 384513 676,800 1.36

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

2022年４月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、グレイハウンド・キャピタル・マネジメント・エルエルピー（
Greyhound Capital Management LLP)が2022年４月５日現在で2,998,100株（6.35%）の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として20

23年12月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

また、2023年12月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書においてチカラ・インベストメンツ・エルエルピー(Chikara Inve



stments LLP)が2023年11月29日現在で2,402,400株（4.87%）の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2023年12月31日現在に

おける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

また、2024年１月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（特例対象株券等）の変更報告書（特例対象株券等）において、JPモルガ
ン・アセット・マネジメント株式会社及びその共同保有者であるJPモルガン証券株式会社、ジェー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・ピーエルシー（
J.P. Morgan Securities plc）、ジェー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・エルエルシー（J.P. Morgan Securities LLC)が2023年12月29日現在で3,277,

073株（6.62%）を所有している旨が記載されているものの、当社として2023年12月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上
記大株主の状況には含めておりません。

また、2024年３月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（特例対象株券等）の変更報告書（特例対象株券等）において、JPモルガ
ン・アセット・マネジメント株式会社及びその共同保有者であるJPモルガン証券株式会社、ジェー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・ピーエルシー（
J.P. Morgan Securities plc）、ジェー・ピー・モルガン・セキュリティーズ・エルエルシー（J.P. Morgan Securities LLC)が2024年２月29日現在で3,715,4

13株（7.49%）を所有している旨が記載されております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 グロース

決算期 12 月

業種 証券、商品先物取引業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 14 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 6 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

5 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

東後　澄人 他の会社の出身者 ○

尾河　眞樹 他の会社の出身者 △

伊藤　英十 他の会社の出身者 ○

榎本　明 他の会社の出身者

松野　絵里子 弁護士

藤本　幸彦 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

東後　澄人 　 ○

東後澄人氏につきましては、フリー株式会
社の取締役CPOであります。当社は同社
が提供するサービスを利用しております
が、当事業年度におけるその取引金額
は、同社の売上高に占める割合の2%未満
であるため、独立性に与える影響はない
ものと判断しております。

インターネットやSaaS業界における経営・財務
に関する豊富な経験を有していることから、そ
の知見・経験を生かして社外取締役として監
督・提言を行って頂くため選任しております。

尾河　眞樹 　 ○

尾河眞樹氏につきましては、2017年6月か
ら2021年6月までソニー銀行株式会社の
取締役でありました。当社は同社との間で
「WealthNavi for ソニー銀行」に関する取

引関係がありますが、当事業年度におけ
るその取引金額は同社の経常収益に占
める割合の2％未満であるため、独立性に
与える影響はないものと判断しておりま
す。

長年にわたる金融機関における豊富な経験を
有していることから、その知見・経験を生かして
社外取締役として監督・提言を行って頂くため
選任しております。

伊藤　英十 　 　 ―――

長年にわたる金融機関における豊富な経験を
有しております。また、2024年２月14日に株式
会社三菱UFJ銀行との資本業務提携契約を締
結しており、同行が指名する同氏が社外取締
役として経営に参画することで、当社経営に対
する適切な助言を通して、当該提携の目的の
達成をより強固にするため選任しております。

榎本　明 ○ ○ ―――

長年にわたる金融機関における豊富な経験を
有しており、客観的かつ中立の立場で、これら
を当社の監査・監督等に反映して頂くため選任
しております。

松野　絵里子 ○ ○ ―――

弁護士として法律事務所での業務経験及び金
融機関に係る法務の相当程度の知識を有して
おり、客観的かつ中立の立場で、これらを当社
の監査・監督等に反映して頂くため選任してお
ります。



藤本　幸彦 ○ ○ ―――

公認会計士及び税理士の資格を有しており、
監査法人及び税理士法人での監査業務等の
経験のほか、金融業や金融商品・金融取引の
会計・税務コンサルティングの経験、また財務
及び会計に相当程度の知識を有しており、客
観的かつ中立の立場で、これらを当社の監査・
監督等に反映して頂くため選任しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

内部監査部員1名が補助者として監査等委員会の職務を補助しておりますが、業務執行役員から当該補助業務への関与はなく、監査等委員会の
活動の独立性は確保されております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会、会計監査人及び内部監査部は、それぞれの監査を踏まえて三者間で必要に応じて課題・改善事項等の情報共有を図り、効率的
かつ効果的な監査を実施するように努めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす者について、全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入、その他



該当項目に関する補足説明

業績向上に対する意欲や士気を高め、中期的な企業価値の向上を目的として、ストックオプション制度を導入しているほか、取締役（監査等委員
である取締役を除く。）に対して、譲渡制限付株式報酬制度を採用しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、従業員、その他

該当項目に関する補足説明

上記付与対象者について、当社の業績向上に対する意欲や士気を高め、中期的な企業価値の向上を目的として付与しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、報酬の個別開示は行っておりません。取締役及び監査等委員である取締役の報酬等
は、それぞれの区分ごとの総額で開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

持続的な成長を実現するために必要な人材が確保できる報酬水準かどうかに関する評価、報酬決定プロセスの客観性・透明性を担保すること等
を目的として、取締役会で報酬額の算定方法に関する説明を行い、社外取締役から適切な助言を得るものとします。また、取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）の個別報酬額は、基本報酬と株価連動型（非金銭）報酬を組み合わせるものとし、株主総会で決議された報酬枠の範囲内で、
報酬決定の方針に従い取締役会で決定します。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役に係る専従従業員は配置しておりませんが、必要に応じ、コーポレート部門が窓口となりサポートしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

a. 取締役会

当社の取締役会は、取締役６名（うち社外取締役３名）及び監査等委員である取締役３名（うち社外取締役３名）で構成され、代表取締役CEOであ
る柴山和久が議長を務めており、「取締役会規程」に基づき重要事項を決議し、取締役の職務の執行を監督する権限を有しております。独立役員
として東後澄人氏、尾河眞樹氏、榎本明氏、松野絵里子氏及び藤本幸彦氏を招聘し、経営の意思決定の健全性や透明性の向上を可能とする経
営体制を推進しております。

取締役会は原則として、毎月１回の定時取締役会を開催するほか、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催しております。

b. 監査等委員会

監査等委員会は原則として月１回開催され、また、必要に応じて随時開催しております。当事業年度は17回開催し、各監査等委員の出席率は100
％となっております。監査等委員会における具体的な検討内容として、策定した監査計画に基づき実施した監査等委員の監査業務の報告のほ
か、リスク認識についてのディスカッション、業務執行取締役との意見交換等も実施しております。また、常勤監査等委員は、経営会議や各種委員
会など重要な会議への出席や重要書類の閲覧、役職員へのヒアリングといった日常の監査業務を実施し、非常勤の監査等委員へ随時情報を発
信するなどして情報共有に努めております。

監査等委員会は、会計監査人から年間監査計画や四半期ごとのレビュー結果及び期末監査結果について説明を受けるほか、必要に応じて随時
情報交換を行い、会計監査人の監査の方法および結果の相当性及び会計監査人の解任又は不再任についての検討を行いました。



監査等委員会、内部監査部及び会計監査人は、それぞれの監査を踏まえて三者間で必要に応じて課題・改善事項等の情報共有を図っており、効
率的かつ効果的な監査を実施するように努めております。

c. 内部監査

当社では内部統制の有効性及び業務実態の適正性について、内部監査部（２名）が各部門から独立した代表取締役直轄組織として、年間内部監
査計画に基づき監査を実施し、監査結果を代表取締役に報告することに加えて、監査等委員、経営会議及び取締役会へ報告しております。また、
監査対象となった各グループに対して業務改善等のための指摘を行い、後日、改善状況を確認します。

d. 会計監査人

当社は、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結しております。なお、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当

社の間には特別な利害関係はありません。

e. 経営会議

当社の経営会議は、議長である代表取締役CEO柴山和久、取締役CFO廣瀬学、取締役COO太田卓也、常勤監査等委員榎本明、執行役員CTO
保科智秀、執行役員牛山史朗、執行役員須藤英之、内部管理統括責任者及び議長が必要と認めた者で構成され、原則として週１回開催しており
ます。経営全般に関する議論、経営上の重要事項等の審議を行い、経営活動の効率化を図っております。

f. リスク・コンプライアンス委員会

当社は、リスク管理及びコンプライアンスの推進に関する協議・検討機関として、リスク・コンプライアンス委員会を設置しております。議長である代
表取締役CEO柴山和久、取締役CFO廣瀬学、内部管理統括責任者、コーポレートグループ長、議長もしくは内部管理統括責任者が指名する者で
構成されております。

リスク・コンプライアンス委員会は、原則として四半期に一回開催するほか、必要に応じて機動的に臨時で開催し、当社のリスク管理及びコンプラ
イアンスに関する方針、組織体制、規程等の策定及び改廃、法令遵守の状況のモニタリング、コンプライアンス意識の啓発や研修計画、リスクマ
ネジメントに関して協議を行っております。

g. 投資委員会

当社は、お客様のために忠実に業務を行うことを業務運営の基本とし、お客様の利益に即した投資運用を行うため、また当社の投資運用業務に
影響を与えうる経済環境や市場環境など外部環境の変化に適確に対応するため投資委員会を設置しております。投資委員会は、委員長であるリ
サーチ＆クオンツ部門の責任者の執行役員牛山史朗、副委員長である代表取締役CEO柴山和久、委員である国内外の投資理論や資産運用の
社外の専門家で構成されております。委員長及び委員は取締役会の承認に基づき、代表取締役が任命しております。

投資委員会は、原則として四半期に一回開催し、最適ポートフォリオの推奨アルゴリズムの適正性の検証、マーケット環境の急変時における当社
リサーチ＆クオンツ部門への助言、最適ポートフォリオでの実際の運用状況の検証、その他の投資運用業務を適切に運営するために必要な事項
の検証及び助言を行っております。

h. 賞罰委員会

当社の賞罰委員会は、代表取締役CEO柴山和久を委員長とし、代表取締役が選任した委員で構成され、「就業規則」等の規程に該当する事案が
発生する都度、開催しております。本委員会は、表彰に関する事案と懲戒に関する事案に関する決議を行い、当社の使用人の賞罰に関して公正
を期すことを目的として設置しております。

i. 執行役員制度

当社は、業務執行機能の強化を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役員は、取締役会によって選任され、所管業務の執行を行っ
ております。執行役員の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方に基づき、取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会の構成員とする
ことにより、取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図ることができると判断していることから、監査等委員会設置
会社を採用しております。

具体的には、当社は、社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名、監査等委員である取締役３名を選任しており、社外取締役（監査等委
員である取締役を除く。）は意思決定の妥当性や経営の効率化、経営全般にわたる監督機能を担い、監査等委員である取締役は金融、会計・税
務、リスク管理及び法令遵守等に関する多様な知見・専門性を持つ専門家を起用することにより、独立・公正な立場で専門的かつ客観的な観点か
ら経営を監視しております。

また、当社は執行役員制度を導入し、経営監督機能と業務執行機能を分離することで、経営の健全性と効率性を確保し、リスク・コンプライアンス
委員会、投資委員会及び賞罰委員会の３つの任意の専門委員会を設置し、必要に応じて弁護士等の外部専門家の助言及び指導を頂くことで、
コーポレート・ガバナンス体制を強化しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主の方々が議案内容等を十分に検討したうえで議決権を行使できるよう、招集通知の
早期発送に努めております。

集中日を回避した株主総会の設定
開催日の設定に関しては他社の集中日を避けるよう留意してまいります。また、可能な限
り株主の皆様との建設的な対話を図るため、物理的にもアクセスがよく出席しやすい場所
を確保するよう努めております。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットを通じた議決権の行使を可能としております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームの利用を可能
としております。



招集通知（要約）の英文での提供
英文の招集通知（要約）を作成し、当社のホームページ

（https://corp.wealthnavi.com/en/ir/stock）に掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社のホームページ内のIRウェブサイト（https://corp.wealthnavi.com/ir/disclo
surepolicy）にてディスクロージャーポリシーを公表しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
株主総会の中で事業に関する説明を行い、個人投資家の方との対話の場を
設けております。今後の株主構成等を踏まえ、個人投資家向け説明会の開催
を検討してまいります。

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算発表に合わせてアナリスト・機関投資家向けに定期的に説明会を実施し
ております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
決算発表に合わせてアナリスト・機関投資家向けに定期的に説明会を実施し
ております。

あり

IR資料のホームページ掲載
当社のホームページ上のIR専用ページ（https://corp.wealthnavi.com/ir/）に
て、決算情報、適時開示情報等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、株主・投資家・顧客をはじめとする様々なステークホルダーからの信頼を得ること
が重要と考え、倫理コード、コンプライアンス・マニュアル、フィデューシャリー・デューティー
（FD）宣言に、ステークホルダーを尊重する旨を規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 今後、検討すべき事項として考えております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社ホームページ、決算説明会等により、ステークホルダーに対する積極的な情報開示を
行う方針であります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は業務の適正性を確保するための体制として、「内部統制システムの整備に関する基本方針」を定める取締役会決議を行っており、現在その
基本方針に基づき内部統制システムの運用を行っております。その概要は以下のとおりです。

①取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社は、コンプライアンス・マニュアルを制定し、法令等を遵守することはもとより、社会の信頼に応える高い倫理観を持って、取締役及び使用人
一人ひとり行動することが必要不可欠と認識し、コンプライアンスの徹底を経営上の最重要課題と位置付ける。

・当社は、コンプライアンス管理規程に基づき、コンプライアンスに係る事項を管理及び推進する。

・取締役会は、取締役会規程に基づき月１回これを開催することを原則とし、取締役間の意思疎通及び相互の業務を監督する。また、社外取締役
が取締役会に参加することにより、経営の透明性及び健全性の維持に努めることとする。

・取締役及び使用人の職務執行について、適正な職務の執行を徹底するとともに、代表取締役直轄の独立組織である内部監査部による内部監
査を実施する。

・監査等委員会は、内部統制システムに係る監査実施基準を定め、当該実施基準に従い監査を実施する。

・取締役及び使用人は、反社会的勢力との一切の関係を遮断し排除する体制の整備に努める。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・各取締役は、職務の執行に係る重要な情報及び文書は文書管理規程に従い適切に保存及び管理し、取締役が当該文書等を常時閲覧できるこ
ととする。



③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社は、事業活動に伴い生じる各種リスクについては、リスク管理規程等に基づき適切に対処するとともに、未然防止策の策定及び進捗管理を
行う。異例事態の発生の際には迅速かつ適切な情報伝達及び緊急体制を整備することとする。　

・情報セキュリティに係るリスクは、情報セキュリティ管理規程等に基づき、情報管理統括責任者を置き、リスク管理体制の構築及び継続的な改善
等を行う。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・当社は、経営環境等の変化に迅速に対応するため執行役員制度を導入し、また職務権限規程等に基づき、適切かつ効率的な意思決定及び職
務執行等を図ることとする。

⑤使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社は、役員及び使用人の行動規範としてコンプライアンス・マニュアル等を定め、これの浸透を図ることとする。

・企業内不祥事の未然・拡大防止を目的として、内部通報規程に基づき内部通報制度を構築し、法令違反又はそのおそれのある事実の早期発見
に努める。

⑥当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人（以下「補助使用人等」という。）に関する事項、当社のその他の取締役（監査等委
員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに当社の監査等委員会の当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関す
る事項

・監査等委員会が補助使用人等を求めた場合、指名された補助使用人等がその職務を行うこととする。

・補助使用人等への監査業務に関する指揮命令権は、監査等委員会に属するものとする。

⑦当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告するための体
制その他の監査等委員会への報告に関する体制、及び当社の監査等委員会に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制

・取締役及び使用人は監査等委員会に対して、当社における次の事項を報告することとする。

・・当社に著しい損害を及ぼす事項

・・重大な法令及び定款の違反

・・その他内部通報制度により通報されたコンプライアンス上重要な事項

・・前記に関わらず、監査等委員会は必要に応じて、役員及び使用人に対して報告を求めることができる。

・取締役及び使用人が監査等委員会に報告を行ったことを理由として、当該報告を行った者に対して不利益な取扱いをしないこととする。

・内部通報制度の通報者が不利な扱いや報復、差別を受けないことを明文化するとともに、プライバシー・人権配慮の確保を図ることとする。

⑧監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務
の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

・監査等委員より監査費用の前払請求及び立替金の精算請求があった場合、当社は直ちにこれを支払うこととする。

⑨監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査等委員会規程の定めに基づき、監査等委員は重要な会議に出席して意見を述べるとともに、代表取締役と定期的に会合を持ち、代表取締
役の経営方針を確かめるとともに当社が対処すべき課題、当社を取り巻くリスクの他、監査等委員会による監査の環境整備状況、監査上の重要
課題等について意見を交換することとする。

・監査等委員会（選定監査等委員が置かれている場合には選定監査等委員）は、必要に応じて取締役及び重要な使用人等からの個別ヒヤリング
の機会を設けることができる。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、金融機関としての透明性を維持し、健全な企業経営を実現するため、反社会的勢力との一切の関係を遮断することを宣言し、以下のとお
り基本方針を定め、当社ホームページに掲載しております。

1. 反社会的勢力に対しては、組織全体として対応を図るとともに、反社会的勢力に対応する従業員の安全を確保します。

2. 平素から、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士及び日本証券業協会等の外部の専門機関と緊密な連携関係を構築します。

3. 反社会的勢力とは、取引関係を含めて、一切の関係を遮断します。

4. 反社会的勢力による不当要求に対してはこれを拒絶し、毅然として民事と刑事の両面から法的対応を行います。

5. 反社会的勢力に対して、裏取引や資金提供は絶対に行いません。

当社は、反社会的勢力との関係を遮断するための対応を総括する部署を整備し、反社会的勢力による被害を防止するための一元的な管理態勢
を構築しております。「反社会的勢力との関係遮断に関する規程」、「反社会的勢力排除対応マニュアル」、「マネー・ローンダリング及びテロ資金
供与規程」を制定し、反社会的勢力との関係を遮断するための対応所管部署をコンプライアンス部門として運用を行っております。

また、反社会的勢力との取引を未然に防止するため、反社会的勢力に関する情報等を活用した新規取引先等の適切な事前審査を実施するととも
に、契約書や取引約款への暴力団排除条項の導入を徹底するなど、反社会的勢力が取引先となることを防止しております。

具体的には、コンプライアンス部門は新規顧客に関し、当該顧客が反社会的勢力に該当するか否か、当社の反社会的勢力データベースと当該新
規顧客の名前等を照合、及びインターネットサイトで当該新規顧客の名前等をチェックしております。さらに、日本証券業協会が提供する「反社情
報照会システム」に照会を行なっております。

コンプライアンス部門は、当局等が開催する講習・研修会等に参加し、当社の役職員に対し、反社会的勢力への対応要領及び反社会的勢力に関
する情報の管理要領等について社内研修を実施しております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし



該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び適時開示手続きに関するフローの模式図を参考資料として添付しております。


